
経験者の意見を聴く場合に，構成機関の職員の参

加要請があれば，学識経験者として派遣し，総合

評価手続きが円滑かつ効率的に行えるよう支援し

ている。なお，この派遣する職員は，発注業務技

術者認定試験に合格したものである（表―６）。

４． 小規模工事成績評定要領の試行および
成績評定のデータベース化について

品確法では，技術力に優れたよい企業が公共工

事を受注できるように，請負業者の技術力を的確

に把握して「工事成績評定」により適切に評価し

その工事成績評定を次の工事に反映していく仕組

みが確立されている。さらに，公共工事を発注す

る機関が，その工事成績をデータベース化して相

互に利用するようにしている。

したがって，成績評定を行っていない市町村に

は早急に成績評定の導入とその評価を次の工事に

活用していくこと，および成績評定のデータベー

ス化や各発注機関で相互利用を行うために，市町

村が統一して利用できる工事成績評定を，「小規模

（市町村）工事成績評定要領（案）」として作成し，

試行を実施しているところである。

この小規模工事成績評定要領の詳細について

は，「中部地方整備局ホームページ」を参照され

たい。

また，中部地方における小規模（市町村）工事

成績評定要領（案）の採用状況について管内市町

村にアンケートをお願いしたところ，管内１７６市

町村の８４％から回答をいただいた。その結果は次

のとおりである。

! 小規模工事成績評定要領を採用若しくは採用

表―５ 発注支援機関の取り組み状況

県 名 認定機関 H１７年度の実績 H１８年度の予定

愛知県（６２自治体）
都市整備協会
愛知水と緑の公社

４自治体
なし

５自治体
６自治体

岐阜県（４２自治体） 建設技術センター ３３自治体 ３６自治体
静岡県（４１自治体） 総合管理公社 １０自治体 １８自治体
三重県（２９自治体） 建設技術センター ２５自治体 ２６自治体

表―６ 発注業務技術者について

発注者支援 特集
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予定 ４２％

! 独自の評定表ですでに工事成績評定を実施

４９％

" 工事成績評定を実施する予定がない等 ９％

さらに，工事成績のデータベースについては，９

割以上の市町村で「データベースの必要性があり」

と回答をいただいており，工事実績データベース

のコリンズに工事成績評定を付加できるようなシ

ステムの開発が望まれるところである（図―１）。

しかし，システム開発に時間等を要するため，協

図―１ システムの概略イメージ

図―２ エクセル版イメージ

特集 発注者支援

１２ 建設マネジメント技術 2006年 11月号



議会では，当面，工事成績データベースをエクセル

シートで検索可能にしたものを作成して，CD配

布し運用する予定で準備を進めている（図―２）。

５． 研修制度の充実等

発注者支援の一環として，市町村職員が監督・

検査等の技術力向上のため，平成１７年度から，中

部地方整備局が実施している職員研修への市町村

職員の参加や，工事検査への市町村職員の臨場を

行っている。

! 検査適任者研修

実務経験が約２０年で初めて工事検査を実施する

職員を対象に１日で工事検査の実務を修得する研

修である。参加者から，「参考になった」「今後も

開催して欲しい」「自治体用の講義内容の要望」

などの意見があった。

" 新任監督員研修

実務経験が約１０年で初めて工事監督を担当する

職員を対象に１日で工事監督の実務を修得する研

修である。参加者から，「監督業務の具体的な説

明，事例紹介」等の要望があった。

# 工事検査に市町村職員の臨場

本局契約工事の工事検査に，市町村の職員を臨

場して，工事検査の実施方法等を修得するもので

ある。参加者から，「大変参考になった」「小規模

工事もしくは維持工事の検査臨場の要望」「機会

があれば再度検査臨場したい」などの意見が多数

あった。

なお，研修等への参加状況については，表―７

に示すとおりである。

また，品確法や小規模工事成績評定等の説明

会，出前講師，意見交換会等を実施しその普及を

図っているところであり，さらに中部地方整備局

のホームページには「工事の品質確保に関するペ

ージ」を開設して，情報提供や相談等を行ってい

るところである。

中部地方整備局ホームページ

建設関係情報の中の「公共工事の品質確保

に関するページ」

http : //www.cbr.mlit .go. jp/hinkaku/in

dex.htm

６． おわりに

品確法では，出口にあたる請負者の施工状況等

の評価である「工事成績評定」と，入口にあたる

入札契約手続きに「総合評価方式」の採用が重要

であり，これらの循環システムが機能してはじめ

て公共工事の品質が確保されるものである。

また，公共工事を受注する請負者にもこのシス

テムの理解が必要であり，いろいろな機会を通じ

て行っているところである。

中部地方整備局管内の市町村では，入札契約手

続きに総合評価方式を取り入れている自治体もあ

り，品確法に市町村が取り組みやすいように，推

進協議会を通じて発注者支援等を進めていくこと

としている。

今後とも，関係者の皆様の意見を聞きながらよ

りよい発注者支援を進めていくこととしているの

で，関係者のご協力をよろしくお願いします。

表―７ 発注者支援における研修等への参加状況

研修名
H１７年度 H１８年度

自治体数 参加者数 自治体数 参加者数

検査適任者研修 ５９ １０８名 ６７ １３９名
新任監督員研修 ７０ ２３５名 ７０ ２２２名
工事検査臨場 ２４ ４４名 ７ １６名

（H１８年度の工事検査臨場は，９月末までの状況）

発注者支援 特集
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（参考） 国土交通省におけ

名称 開始時期
認定要件

認定方法等 業務内容 対象
管理技術者

北海道開
発局

公共工事発注者支援機関
認定制度（仮称）
公共工事発注者支援業務
技術者認定制度（仮称）

公募：H１８．１１（予定）
認定：H１８．１２（予定）

東北地方
整備局

発注者支援等技術者認定
制度

公募：H１８．１１（予定）
認定：H１９．３（予定）

関東地方
整備局

公共工事品質確保技術者
制度

公募：H１８．３
委嘱：H１８．５

次の１，２，３の全てに該当する者と
する
１「資格要件」に該当する者
２「公共工事品質確保技術者講習」を
受講した者

３「公共工事品質確保技術者申請書審
査及び面接」に合格した者

!書類審査（経歴等）
"講習会受講
#面接

総合評価方式に係わ
る技術提案の審議

北陸地方
整備局

公共工事発注者支援機関
認定制度（試行）
公共工事発注者支援技術
者認定制度（試行）

公募：H１８．２
認定：H１８．３

資格要件を満たし，次の全ての項目に
該当する者
!認定を受けた機関と恒常的な雇用関
係にある者
（県及び市町村の派遣職員を含む）

"協議会が実施する「発注者支援業務
技術者講習会」を受講した者

#協議会が実施する「発注者支援業務
認定試験」に合格した者

※有効期間：３年間

!書類審査（経歴等）
"講習会受講
#技術者試験
・筆記試験
・認定審査委員会の面
接

発注者補助業務 %種

&種

中部地方
整備局

公共工事発注者支援機関
認定制度
公共工事発注者支援技術
者認定制度（試行）

公募：H１７．８
認定：H１７．９

以下のイ～ハの全てに該当する者
イ：認定を受けた機関と恒常的な雇用

関係があるもの
ロ：「発注者支援業務技術者認定試

験」に合格した者（有効機関：３
年間）

ハ：「発注者支援業務技術者講習」を
受講した者（有効期間：３年間）

!書類審査（経歴等）
"技術者試験
・認定審査委員会の面
接

#講習会受講

発注者補助業務 %種

&種

発注業務技術者制度（拡
大）

公募：H１８．３
認定：H１８．５

施工体制の確保に関する推進協議会を
構成する中部地方整備局と４県２政令
市の職員

!書類審査（経歴等）
"技術者試験
・経験記述

総合評価委員会
の学識経験者と
して総合評価を
円滑に行えるよ
うにサポート

%種

近畿地方
整備局

発注者支援業務技術者認
定制度（仮称）

公募：H１９．１（予定）
認定：H１９．３（予定）

中国地方
整備局

公共工事発注者支援機関
認定制度
公共工事発注者支援技術
者認定制度

公募：H１８．７
認定：H１８．１０

支援業務技術者（%種・&種）は，下
記の１），２）の認定要件を満足する者と
する
１）支援業務技術者は，支援機関と恒常
的な雇用関係にあり，下記の資格要
件及び業務実績を有し，「公共工事
品質確保中国ブロック協議会」が実
施する「認定時講習会」（簡易な試
験を含む）の受講終了者であること

!書類審査（経歴等）
"講習会受講（簡易な
試験を含む）

#ヒアリング（機関）
$面接（技術者）

発注者補助業務 %種

特集 発注者支援
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る発注者支援制度の概要

受験資格要件
業務範囲（管理技術者）

問い合わせ先設計
補助

積算
補助

技術審
査補助

監督
補助

検査
補助

国土交通省北海
道開発局事業振
興部工事管理課
０１１（７０９）２３１１

東北地方整備局
企画部技術管理
課
０２２（２２５）２１７１

次のいずれかに該当する者。ただし，建設業法における建設業に従事している者，及び，公共工事
発注機関に所属している者を除く
イ）技術士（建設部門または総合技術監理部門），または一級土木施工管理技士の資格を有し，か
つ，公共工事の監督・検査業務に関わる経験が３年以上である者

ロ）技術士（建設部門または総合技術監理部門），または一級土木施工管理技士の資格を有し，か
つ，公共工事の主任技術者・監理技術者または現場代理人の経験が７年以上である者

ハ）公共工事の発注者としての経験を２５年以上有し，かつ，監督・検査業務または入札契約業務に
おいて，直接指示する立場の経験が３年以上である者

ニ）その他，公共工事発注に係わり，局長が特にその資質を認めた者

― ― ―
（学 識
経験者
と同様
審査権
限を持
つ）

― ― 関東地方整備局
企画部技術管理
課
０４８（６０１）３１５１

次のいずれかの要件に該当する者
!技術士（建設部門または総合技術管理部門）の資格を有し，５年以上の発注関係事務に関する技
術的実務経験がある者

"１級土木施工管理技士の資格を有し，５年以上の発注関係事務に関する技術的実務経験がある者
#２５年以上の行政経験があり，発注関係事務に関する技術的実務経験がある者

※技術的実務経験とは工事における設計・積算業務，監督・検査業務の何れかに関する技術的な業
務経験に加え，技術審査の業務経験を有する経験をいう

○ ○ ○ ○ ○ 北陸地方整備局
企画部技術管理
課
０２５（２８０）８８８０

次のいずれかの要件に該当する
!１級土木施工管理技士若しくは２級土木施工管理技士の資格を有し，５年以上の発注関係事務に
関する工事の設計・積算，監督・検査業務において何れかの経験がある者

"１５年以上の行政経験があり，発注関係事務に関する工事の設計・積算，監督・検査に関する業務
において何れかに従事した者

○ ○ ― ○ ○

○「発注者支援業務技術者認定試験（'種）」の受験資格は下記の!～#の何れかに該当する者と
する

!技術士（建設部門又は総合技術監理部門）の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，公共工事の発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（内２年以
上の技術審査，検査，成績評定等業務の経験）を有している者

"一級土木施行管理技士の資格を取得後に，指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有すると
ともに公共工事の発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技術審査，検
査，成績評定等業務の経験）を有している者

#公共工事の発注者としての実務経験が２０年以上で，その内指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技術審査，検査，成績評定等
業務の経験）を有している者

○ ○ ○ ○ ○ 中部地方整備局
企画部技術管理
課
０５２（９５３）８１３１

○「発注者支援業務技術者認定試験（(種）」の受験資格は下記の$～&の何れかに該当する者と
する

$技術士（建設部門又は総合技術監理部門）の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，公共工事の発注者の立場における３年以上の技術的実務経験を有してい
る者

%一級土木施工管理技士の資格を取得後に，指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有すると
ともに公共工事の発注者の立場における３年以上の技術的実務経験を有している者

&公共工事の発注者としての実務経験が１３年以上で，その内指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，５年以上の技術的実務経験を有している者

○ ○ ― ○ ―

○「発注者支援業務技術者認定試験（'種）」の受験資格は下記の!～#の何れかに該当する者と
する

!技術士（建設部門又は総合技術監理部門）の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，公共工事の発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（内２年以
上の技術審査，検査，成績評定等業務の経験）を有している者

"一級土木施工管理技士の資格を取得後に，指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有すると
ともに公共工事の発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技術審査，検
査，成績評定等業務の経験）を有している者

#公共工事の発注者としての実務経験が２０年以上で，その内指導・監督的な立場で２年以上の実務
経験を有するとともに，５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技術審査，検査，成績評定等
業務の経験）を有している者

― ― 学識経
験者と
同等

― ―

近畿地方整備局
企画部技術管理
課
０６（６９４２）１１４１

下記の!～#の何れかに該当する者とする
!技術士（建設部門又は総合技術監理部門（建設））の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以
上の実務経験を有するとともに発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（うち２年以上
の技術審査，検査，成績評定等業務の経験）を有している者

"一級土木施工管理技士の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有するととも
に発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（うち２年以上の技術審査，検査，成績評定
等業務の経験）を有している者

#指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有するとともに，発注者として１３年以上の技術的実
務経験（うち２年以上の技術審査，検査，成績評定等業務の経験）を有している者

― ○ ○ ○ ○ 中国地方整備局
企画部技術管理
課
０８２（２２１）９２３１

発注者支援 特集

建設マネジメント技術 2006年 11月号 １５



名称 開始時期
認定要件

認定方法等 業務内容 対象
管理技術者

なお，恒常的な雇用関係とは，申
請日において３ヶ月以上の雇用関係
にあることをいう

２）支援業務技術者が発注者支援業務に
従事する場合，職務倫理（公平性・
中立性，法令遵守，守秘義務）を厳
守できる者

&種

四国地方
整備局

四国地整公共工事発注者
支援技術者登録制度

公募：H１８．８
登録：H１８．１１

・%又は&種の資格要件を満たし，書
類審査に合格した者

・但し，発注者及び発注者の立場とし
ての過去３年間に技術的実務経験が
ない者については，講習会の受講が
必要

!書類審査（経歴等）
"講習会受講（'種の
資格要件の!も者，
それ以外の資格要件
で過去３年間に技術
的実務経験がない
者）

発注者補助業務 %種

&種

'種

九州地方
整備局

公共工事品質確保技術者
資格制度（仮称）

公募：H１８．７
認定：H１８．８

共 通 要 件
イ．土木工事に関する各種基準等に精通していること（専門
性の担保）

ロ．認定に必要な技術資格，経験年数等を有していること

発注者補助業務 %種

%種 以下のA，Bに該当する者
A．九州連絡協議会が実施する
「%種公共工事品質確保技術
者資格試験」に合格した者

!書類審査（経歴等）
"技術者試験
・認定審査委員会の面
接

#講習会受講

&種 以下のA，Bに該当する者
A．九州連絡協議会が実施する
「&種公共工事品質確保技術
者資格試験」に合格した者

&種

一般 以下のA，Bに該当する者
A．九州連絡協議会が実施する
公共工事品質確保技術者講
習会を受講した者（有効期
間２年）

B．講習会（実務者対象）にお
いて，実施される適正試験
に合格した者

!書類審査（経歴等）
"講習会受講
#適正試験

一般

沖縄総合
事務局

公共工事発注者支援機関
認定制度
公共工事発注者支援技術
者等認定制度

公募：H１８．１０
認定：H１８．１１（予定）

資格要件を満たし，次の全ての項目に
該当する者
!認定を受けた機関と恒常的な雇用関
係にある者

"協議会が実施する「発注者支援技術
者認定試験」に合格した者

#「発注者支援技術者講習会」を受講
した者（有効期間：３年間）

!書類審査（経歴等）
"技術者試験
・論文
・面接
#講習会受講
$機関ヒアリング

発注者補助業務 %種

&種

特集 発注者支援
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受験資格要件
業務範囲（管理技術者）

問い合わせ先設計
補助

積算
補助

技術審
査補助

監督
補助

検査
補助

下記の!～#の何れかに該当する者とする
!技術士（建設部門又は総合技術監理部門（建設））の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以
上の実務経験を有するとともに発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（うち２年以上
の積算，監督業務の経験）を有している者

"一級土木施工管理技士の資格を有し，指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有するととも
に発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（うち２年以上の積算，監督業務の経験）を
有している者

#指導・監督的な立場で２年以上の実務経験を有するとともに発注者として１３年以上の技術的実務
経験（うち２年以上の積算，監督業務の経験）を有している者

― ○ ― ○ ―

資格要件は，下記!・"のいずれかに該当する者とする
!技術士（建設部門又は総合技術監理部門）又は１級土木施工管理技士の資格を有し，公共工事の
発注者の立場における５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技術審査，検査，成績評定等業
務の経験）を有している者

"公共工事の発注者としての実務経験が２０年以上で，５年以上の技術的実務経験（内２年以上の技
術審査，検査，成績評定等業務の経験）を有している者

○ ○ ○ ○ ○ 四国地方整備局
企画部技術管理
課
０８７（８５１）８０６１

資格要件は，下記!・"のいずれかに該当する者とする
!技術士（建設部門又は総合技術監理部門），RCCM又は１級土木施工管理技士の資格を有し，公
共工事の発注者の立場における３年以上の技術的実務経験を有している者

"公共工事の発注者としての実務経験が１０年以上で，５年以上の技術的実務経験を有している者

○ ○ ― ○ ―

資格要件は，下記!・"のいずれかに該当する者とする
!技術士（建設部門又は総合技術監理部門），RCCM又は１級もしくは２級土木施工管理技士の資
格を有し，協議会の開催する講習会を受講した者

"公共工事の発注者としての技術的実務経験が５年以上を有する者

（○）（○）（○） （○）（○）

第１回目試行の共通受験資格：受験資格は以下の条件のうちいずれかを満足する技術者とする
・九州地方整備局（港湾空港関係・営繕関係を除く）が行う公共土木工事の発注関係事務におい
て，現在積算補助，監督（現場，検査）補助のいずれかの業務を担当している者

・九州地方整備局（港湾空港関係・営繕関係を除く）が行う公共土木工事の発注関係事務におい
て，現在積算補助，技術審査補助，監督（現場，検査）補助のいずれかの業務を受注している公
益法人の職員

・九州各県（沖縄県を除く）が行う公共土木工事（農林・港湾を除く）の発注関係事務において，
現在積算補助，技術審査補助，監督（現場，検査）補助のいずれかの業務を県または市町村から
受注している公益法人の職員

九州地方整備局
企画部技術管理
課
０９２（４７１）６３３１

資格要件は，下記!～$のいずれかに該当する者とする
!技術士（建設部門または総合技術管理部門）の資格を有し，以下の経験が必要
・指導監督者として２年以上の実務経験
・公共工事発注者として通算４年以上の技術的実務経験（うち２年以上の技術審査または検査また
は成績評定業務の経験が必要）

"一級土木施工管理技士の資格取得後，以下の経験が必要
・指導監督者として２年以上の実務経験
・公共工事の発注者として通算４年以上の技術的実務経験（うち２年以上の技術審査または検査ま
たは成績評定業務の経験が必要）

#公共工事の発注者として実務経験が２０年以上である者は，以下の経験が必要
・指導・監督的として２年以上の技術的実務経験（うち２年以上の審査または検査または成績評定
業務の経験が必要）

$,種公品技術者として通算４年以上の実務経験を有し，かつ指導・監督的として２年以上の技術
的実務経験を有する者は，以下のいずれかの技術的実務経験が必要

・一般公品技術者として２年以上（うち２年以上の技術審査補助または検査または検査補助の経験
が必要）

・公共工事の発注者として技術審査または検査または成績評定業務の経験が２年以上

― ○ ○ ○ ○

資格要件は，初回試行の為，下記%～(のいずれかに該当する者として受験者要員に制限を加えた
（次回以降は，徐々に解除して行く予定
%技術士（建設部門または総合技術管理部門）の資格を有し，以下の経験が必要
・指導監督として２年以上の実務経験
・公共工事発注者の立場で通算４年以上の技術的実務経験
&一級土木施工管理技士の資格取得後，以下の経験が必要
・指導監督として２年以上の実務経験
・公共工事の発注者の立場で通算４年以上の技術的実務経験
'公共工事の発注者として実務経験が１５年以上有する者は，以下の経験が必要
・指導・監督として２年以上の技術的実務経験
(公品技術者として２０年以上の技術的実務経験を有する者（積算補助，現場補助業務にそれぞれ２
年以上携わっていることが必要）

― ○ ― ○ ―

資格要件は，下記)～+のいずれかに該当する者とする
)技術士・RCCM（建設部門）
*一級，二級土木施工管理技士
・上記資格取得者は特に経験年数は問わない
+公共工事の発注者の立場で１年以上の実務経験年数を有する者

（○）（○）（○） （○）（○）

次のいずれかの要件に該当する者
!技術士（建設部門）の資格を有し，５年以上の公共工事の発注関係事務に関する技術的実務経験
がある者

"１級土木施工管理技士の資格を有し，５年以上の公共工事の発注関係事務に関する技術的実務経
験がある者

#２０年以上の行政経験があり，発注関係事務に関する技術的実務経験がある者

○ ○ ○ ○ ○ 沖縄総合事務局
開発建設部技術
管理課
０９８（８６６）０４０８

次のいずれかの要件に該当する者
!技術士（建設部門）の資格を有し，５年以上の公共工事の発注関係事務に関する工事の設計・積
算，監督，検査業務において何れかの経験がある者

"１級土木施工管理技士若しくは２級土木施工管理技士の資格を有し，５年以上の公共工事の発注
関係事務に関する工事の設計・積算，監督，検査業務において何れかの経験がある者

#１０年以上の行政経験があり，公共工事の発注関係事務に関する工事の設計・積算，監督，検査業
務において何れかの経験がある者

○ ○ ― ○ ○

※担当技術者のみ実施可能

※担当技術者のみ実施可能

発注者支援 特集
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